
 

 

令 和 ３ 年 度 

 

第１回江別市国民健康保険運営協議会 

 

日時：令和３年１２月２０日（月） 

１８時３０分～ 

場所：江別市民会館３７号室 

 

 

≪ 会  議  次  第 ≫ 

 

 

１ 報 告 事 項 

 （１）令和３年度江別市国民健康保険特別会計決算見込みについて 

 （２）令和４年度江別市国民健康保険特別会計予算の編成方針について 

（３）令和４年度国民健康保険事業費納付金概算額について 

 （４）国民健康保険一部負担金の免除等に係る取扱いの変更について 

 （５）国民健康保険条例の一部改正について（出産育児一時金の見直し） 

 （６）オンライン資格確認について 

   

２ そ の 他 

    

 



単位：千円

令和2年度 令和4年度 予算 令和3年度決算
決算額 予算額（当初） 予算額 決算見込額 予算見込額 増減 見込みとの差額

Ａ （補正後） B C C－Ａ Ｃ－Ｂ

1 1,946,715 1,903,888 1,903,888 1,990,010 1,905,365 1,477 △ 84,645

2 一般被保険者分 1,946,388 1,903,572 1,903,572 1,989,629 1,905,037 1,465 △ 84,592

3 退職被保険者分 327 316 316 381 328 12 △ 53

4 61,636 1 1 0 1 0 1

5 8,836,775 9,167,383 9,167,717 9,079,249 9,242,131 74,748 162,882

6 1,000,150 1,039,190 1,039,190 1,022,418 1,049,098 9,908 26,680

7 111,568 138,762 138,762 138,762 0 △ 138,762 △ 138,762

8 166,734 1 119,192 119,192 1 0 △ 119,191

9 67,222 30,775 30,775 67,221 30,754 △ 21 △ 36,467

10 12,190,800 12,280,000 12,399,525 12,416,852 12,227,350 △ 52,650 △ 189,502

11 ※
≪参考≫
精算要素

△ 277,800 △ 257,954 △ 1

12 11,913,000 12,158,898 12,227,349 68,451

令和2年度 令和4年度 予算 令和3年度決算
決算額 予算額（当初） 予算額 決算見込額 予算見込額 増減 見込みとの差額

Ａ （補正後） B C C－Ａ Ｃ－Ｂ

13 76,872 86,761 86,761 80,264 84,810 △ 1,951 4,546

14 8,623,412 8,971,952 8,971,952 8,900,335 9,056,000 84,048 155,665

15 3,066,104 3,063,487 3,063,487 3,063,486 3,085,406 21,919 21,920

16 2 3 3 2 3 0 1

17 9 4 4 3 0 △ 4 △ 3

18 115,224 137,989 137,989 121,510 137,068 △ 921 15,558

19 128,195 761 120,286 119,535 742 △ 19 △ 118,793

20 61,790 19,043 19,043 6,491 17,066 △ 1,977 10,575

21 12,071,608 12,280,000 12,399,525 12,291,626 12,381,095 101,095 89,469

22 ※
≪参考≫
精算要素

△ 166,756 △ 119,535 △ 742

23 11,904,852 12,172,091 12,380,353 208,262

24 119,192 0 0 125,226 △ 153,745 △ 153,745 △ 278,971

25 △ 30,915 △ 13,193 △ 153,004 △ 139,811

26 760,293 741,066 741,808 742

27 8,148 △ 13,193 △ 153,004 △ 139,811

■ 報告事項（１）令和３年度江別市国民健康保険特別会計決算見込み及び

 　報告事項（２）令和４年度予算見込みについて

行

番

号
歳　　　入

令和3年度

国民健康保険税

国庫支出金

道支出金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

その他の収入

歳入合計

実質収入

行

番

号
歳　　　出

令和3年度

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費
納付金

共同事業拠出金

財政安定化基金拠出
金

保健事業費

基金積立金

精算要素を除いた収支

※交付金や納付金の前年度・前々年度の返還や追加交付等の精算金

※赤字及び黒字要素である繰越金、基金積立金、基金繰入金

その他の支出

歳出合計

実質支出

歳入歳出差引

単年度実質収支

基金残高
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■ 報告事項（２）令和４年度江別市国民健康保険特別会計予算の編成方針について 

    

（１） 基本方針 

  ○ 広域化（都道府県単位化）に伴う国民健康保険財政の健全性確保 

○ 医療費適正化への取組み 

  ○ 収納対策の推進 

  ○ 一般会計繰入金の確保 

  ○ 保健事業の推進 

  ○ 特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上の取組み 

 

（２) 基本的事項 

○被保険者数 

過去の変動及び直近の資格の得喪状況などを勘案して積算 

   R2 年度実績 R3 年度見込 R4 年度積算 増減率 

一般被保険者数 24,618 人 24,335 人 24,055 人 1.2％減 

  ※被保険者数はそれぞれ年度平均 

  ※退職被保険者数は令和２年度から０人 

 

○国民健康保険税現年度分収納率見込み 

過去３ヵ年実績の平均を令和３年度、令和４年度に見込んで積算 

  R2 年度実績 R3 年度見込 R4 年度積算 

基礎課税分 97.6% 97.3% 97.3% 

後期支援分 97.6% 97.4% 97.4% 

介 護 分 96.3% 95.9% 95.9% 

計 97.5% 97.3% 97.3% 

 

○保険給付費 

北海道が積算した結果を参考に過去の医療費動向や直近の状況などから積算 

 R2 年度実績 R3 年度見込 R4 年度積算 増減率 

保険給付費 8,623,412 千円 8,900,335 千円 9,056,000 千円 1.7％増 

 

  ○国民健康保険事業費納付金 

    北海道が積算し、市町村に通知 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度(概算額) 増減率 

納付金 3,066,104 千円 3,063,486 千円 3,085,406 千円 0.7％増 
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■ 国民健康保険一部負担金の免除等に係る取扱いの変更について 

  

１ 変更理由 

  一部負担金減免制度は、国民健康保険法第４４条の規定に基づき、一時的に収入が減

少し、著しく生活が困窮するなど特別な理由がある場合に、被保険者が医療機関の窓口

で支払う医療費について、減免等ができるもので、その取扱いについては、国の通知に 

基づき、各保険者が関係規則や要領等で基準を定めて運用してきたところである。 

  北海道では国保制度の都道府県単位化に当たり、事務の標準化や給付の均衡化を進め

ており、一部負担金の取扱いについても、標準例が示されたところである。 

  当市においても、現行の取扱要領を廃止し、北海道の標準例に準じて関係規則を改正

するほか、新たに取扱要綱を制定したものである。 

 

２ 変更前後の比較 

項目 改正後（北海道の標準例） 変更前（現行） 

①免除対象となる事由 

 

下記の理由により収入が減少するなどした場合 

(1) 干ばつ等による農作物の不作 

(2) 震災等の災害により死亡、障害者となった 

(3) 事業の休廃止や失業等 

(4) その他上記に類する事由 

②対象診療 入院のみ 

③免除等の区分 免除・猶予 免除・減額・猶予 

④収入減少基準 申請月以降３か月と前年同

時期の３か月の月額平均を

比較し減少している場合 

下記の収入月額の比較で判断 

⑤免除となる収入月額 申請月の収入月額が生活保

護基準額以下 

直近の月収額又は過去３か月の

平均月収額が「生活保護基準額

＋３５，４００円」以下 

⑥免除となる預貯金額 生活保護基準額の３か月以下 

⑦支給期間 原則３か月（さらに必要な

場合は、新たに申請審査） 

原則３か月（超える場合は、３

か月以内を限度） 

⑧支払方法 償還払可（要件あり） 償還払不可 

 

３ 施行期日                 ≪参考：過年度実績（過去５年間）≫ 

  令和４年４月１日から施行する。 

 

 

年度 件数 区分 

平成２８年度 １件 免除 

平成２９年度 ０件  

平成３０年度 ０件  

令和元年度 １件 免除 

令和２年度 ０件  
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申請書類 

・免除申請書 

・収入申告書・給与明細書等 

・離職証明書・雇⽤保険受給資格

者証等 

・医師等の意⾒書 

・世帯の国保加入者全員の通帳等 

 

対象者の生活状況に応じて 

案内 

 

免除不承認通知

書 

・免除証明書 

・免除承認通知書 

 

免除証明書、国⺠健康保険証 

請求 

支払 

請求 

 ⼀部負担⾦免除の標準例 フロー図 

１.申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.診療・請求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国保連合会 

 

被保険者 江別市 医療機関 

相談 

一部負担⾦ 

免除の案内 

生活保護の 

案内 

申請 

受理 

審査 

免除不承認 免除承認 

受理 

診療の必要 

が発生 
受理 

受理 

被保険者 江別市 医療機関 

免除適用 

審査 診療報酬発⽣

（10 割） 

診療報酬受理

（10 割） 

診療報酬⽀払

（10 割） 
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■ 国民健康保険条例の一部改正について（出産育児一時金の見直し） 

  

  令和３年第４回江別市議会定例会初日（令和３年１１月２５日）議決 

    

１ 改正理由 

  現在、国保の被保険者が出産した際、出産育児一時金として４０４，０００円を支給

し、産科医療補償制度に加入する分娩機関等で出産した場合、当該制度の掛金分として

１６，０００円を加算し、総額４２０，０００円を支給しているところである。 

  先般、国の社会保障審議会医療保険部会において、当該制度が見直され、令和４年１

月１日から掛金が１６，０００円から１２，０００円に引き下げられること、また、当

部会の議論の整理において、少子化対策としての重要性に鑑み、制度対象となる場合の

総額を４２０，０００円に維持すべきとされたことを踏まえ、健康保険法施行令が改正

され、出産育児一時金を４０４，０００万円から４０８，０００円に引き上げることで、

総額を維持することになったものである。 

  当市においても、当該制度の見直しや政令の一部改正に合わせて、国民健康保険条例

及び国民健康保険事業規則について、所要の改正を行う。 

 

２ 改正内容 

  国民健康保険条例第５条第１項及び国民健康保険事業規則第１０条第２項に定める額

を次のように改める。 

 

＜改正前＞          ＜改正後＞ 

              総額４２万円      総額４２万円 

   産科医療補償制度 

   掛金分加算 

   （（（（規則改正規則改正規則改正規則改正） ） ） ） 

 

   出産育児一時金 

   基本額 

   （（（（条例改正条例改正条例改正条例改正） ） ） ） 

 

 

 

３ 施行期日 

  令和４年１月１日から施行する。 

 

４ 経過措置 

  条例の施行日以後の出産に係る出産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係

る出産育児一時金については、従前のとおりとする。 

 

４０万８，０００円 

 

１万２，０００円 

４０万４，０００円 

１万６，０００円 
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≪参考：産科医療補償制度の概要≫ 

分娩に関連して発症した重度脳性まひの子どもと家族の経済的負担を速やかに補償す

ることなどを目的に、１件当たり３，０００万円の補償金を支払う制度で、平成２１年

１月から適用が開始されている。 本制度の運営は、公益財団法人日本医療機能評価機

構が行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省ホームページから引用 

 

 

≪参考：産科医療補償制度創設後の出産育児一時金に係る支給額の推移≫ 

 

 
平成２１年１月～ 平成２１年１０月～ 

平成２７年１月～ 

（現行） 

改正後 改正後 改正後 改正後 

（（（（令和令和令和令和４４４４年年年年１１１１月月月月～） ～） ～） ～） 

≪基礎額≫ 

出産育児一時金 

【条例に規定】 

３５０，０００円 ３９０，０００円 ４０４，０００円 ４０８４０８４０８４０８，，，，００００００００００００円円円円    

≪加算額≫ 

産科医療補償制度

の掛金分 

【規則に規定】 

３０，０００円 ３０，０００円 １６，０００円 １２１２１２１２，，，，００００００００００００円円円円    

≪総 額≫ ３８０，０００円 ４２０，０００円 ４２０，０００円 ４２０４２０４２０４２０，，，，００００００００００００円円円円    
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議案第５７号 

 

   江別市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 江別市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

  令和３年１１月２５日提出 

 

                            江別市長 三 好  昇 

 

   江別市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 江別市国民健康保険条例（昭和４５年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１項中「４０万４，０００円」を「４０万８，０００円」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後の出産に係る出産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係

る出産育児一時金については、なお従前の例による。 
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